
道
事
業
特
別
会
計
と
も

に
、
資
金
不
足
額
が
な

か
っ
た
た
め
、
数
値
化

さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

総
括

　
以
上
の
こ
と
か
ら
、

当
市
は
緊
急
に
財
政
の

早
期
健
全
化
お
よ
び
再

生
に
取
り
組
ま
な
く
て

は
な
ら
な
い
状
況
に
は

あ
り
ま
せ
ん
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
合

併
に
よ
り
拡
大
し
た
財

政
規
模
の
適
正
化
や
今

後
の
財
政
需
要
に
備
え

る
た
め
に
も
、
現
在
の
財
政
状
況

を
楽
観
視
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
　
市
で
は
、
さ
ら
な
る
経
営
の
健

全
化
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

架
財
政
課
財
政
班
（
緯
内
線
4
8

1
～
4
8
3
）。

平成２２年（２０１０）１２月１日号（２）

　
平
成
　
年
度
決
算
の
概
要
は
、

21

印
西
市
・
印
旛
村
・
本
埜
村
が
平

成
　
年
3
月
　
日
に
合
併
し
た
こ

22

23

と
に
伴
い
一
市
二
村
合
計
の
決
算

概
要
で
す
（
下
表
参
照
）。

※
1
市
2
村
の
歳
入
・
歳
出
の
内

訳
に
つ
い
て
は
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
（
行
政
情
報
→
市
の
財
政
→

決
算
）
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

一
般
会
計
決
算

　
平
成
　
年
度
の
一
般
会
計
最
終

21

予
算
は
、
一
市
二
村
合
計
で
、
3

4
5
億
8
街
4
2
6
万
9
千
円

（
う
ち
、
前
年
度
か
ら
の
繰
り
越

し
分
が
　
億
2
1
0
万
7
千
円
）、

25

決
算
額
は
、
歳
入
3
6
0
億
1
7

7
万
3
千
円
、
歳
出
3
1
1
億

5
街
3
2
4
万
5
千
円
と
な
り
ま

し
た
。

特
別
会
計
決
算

　
市
に
は
、
一
般
会
計
の
ほ
か
に

国
民
健
康
保
険
、
老
人
保
健
、
下

水
道
事
業
、
介
護
保
険
、
後
期
高

齢
者
医
療
の
独
立
し
た
会
計
が
あ

り
、
市
民
生
活
の
向
上
を
目
的
に

事
業
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
を
特
別
会
計
と
い
い
、

国
・
県
の
補
助
金
や
税
金
、
使
用

料
、
保
険
料
、
一
般
会
計
か
ら
の

繰
入
金
な
ど
で
運
営
し
て
い
ま
す
。

水
道
事
業
会
計
決
算

　
市
（
村
）
水
道
事
業
は
、
安
定

し
た
水
を
供
給
す
る
こ
と
に
努
め
、

加
入
促
進
を
図
っ
て
い

ま
す
。

　
平
成
　
年
度
末
の
給

21

水
戸
数
は
5
街
8
8
3

戸
、
給
水
人
口
は
1

7
街
9
8
1
人
、
普
及

率
は
　
・
2
7
％
と
な

68

っ
て
い
ま
す
（
印
旛
村

分
を
含
む
）。

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

性
を
測
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
制

定
さ
れ
た
「
地
方
公
共
団
体
の
財

政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に

よ
り
、
印
西
市
の
平
成
　
年
度
決

21

算
に
基
づ
く「
健
全
化
判
断
比
率
」

と
、
公
営
企
業
の
経
営
状
況
を
示

す
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算
定
し

た
の
で
左
表
1
・
2
の
と
お
り
公

表
し
ま
す
。

健
全
化
判
断
比
率

　
健
全
化
を
判
断
す
る
指
標
と
し

て
、
実
質
赤
字
比
率
・
連
結
実
質

赤
字
比
率
・
実
質
公
債
費
比
率
・

将
来
負
担
比
率
の
4
指
標
が
あ
り

ま
す
。

　
印
西
市
の
比
率
は
表
1
の
と
お

り
、
い
ず
れ
も
早
期
健
全
化
基
準

（
黄
色
信
号
）
を
下
回
り
ま
し
た
。

資
金
不
足
比
率

　
資
金
不
足
比
率
は
、
表
2
の
と

お
り
で
、
水
道
事
業
会
計
・
下
水

■一般会計　歳入
収 入 率収 入 済 額予 算 現 額科　　　　目
102．2昏152億4，269万円149億2，063万円市　 　 　 　 税
125．6昏7億1，821万円　5億7，200万円地方消費税交付金

106．5昏1億8，421万円1億7，300万円ゴルフ場利用税
交 付 金

98．4昏1億4，511万円1億4，740万円自 動 車 取 得 税
交 付 金

100．0昏1億5，570万円1億5，570万円地方特例交付金
111．5昏23億2，289万円20億8，252万円地 方 交 付 税
96．2昏7億8，253万円8億1，334万円分担金及び負担金
89．4昏49億2，848万円55億1，583万円国 庫 支 出 金
90．5昏10億1，738万円11億2，381万円県 支 出 金
110．2昏9，825万円8，914万円財 産 収 入
107．7昏82万円77万円寄 附 金
101．5昏24億2，948万円23億9，393万円繰 入 金
102．2昏10億　 203万円9億8，003万円繰 越 金
154．8昏41億3，927万円２6億7，445万円諸 収 入
94．2昏21億5，200万円22億8，560万円市 債
104．1昏6億8，272万円6億5，612万円そ の ほ か
104．1昏360億 　177万円345億8，427万円歳 入 合 計

■一般会計　歳出
執 行 率支 出 済 額予 算 現 額科　　　　目
94．9昏3億4，646万円3億6，513万円議 会 費
89．7昏66億8，435万円74億4，803万円総 務 費
92．5昏51億9，401万円56億1，353万円民 生 費
92．9昏31億7，755万円34億2，176万円衛 生 費
73．7昏5億6，378万円7億6，457万円農林水産業費
92．1昏1億2，989万円1億4，102万円商 工 費
81．4昏54億7，957万円67億2，994万円土 木 費
97．8昏17億　 614万円17億4，401万円消 防 費
91．5昏45億3，122万円49億5，346万円教 育 費
99．9昏32億7，658万円32億7，932万円公 債 費
51．6昏6，370万円1億2，350万円そ の ほ か
90．1昏311億5，325万円345億8，427万円歳 出 合 計

■特別会計
執行率収入／支出済額予算現額会　　　計
98．9昏65億4，732万円66億1，754万円歳入国民健康

保険  96．3昏63億7，290万円66億1，754万円歳出
 94．2昏6，555万円6，961万円歳入老人保健  88．9昏6，186万円6，961万円歳出
97．3昏14億2，632万円14億6，600万円歳入下水道

事業 88．4昏12億9，604万円14億6，600万円歳出
104．9昏33億9，234万円32億3，243万円歳入介護保険  93．6昏30億2，709万円32億3，243万円歳出
101．7昏4億7，269万円4億6，501万円歳入後期高齢者

医療 92．6昏4億3，065万円4億6，501万円歳出

■水道事業会計
執行率収入／支出済額予算現額会　　　計
101．7昏7億2，651万円7億1，411万円歳入収益的

収支 96．6昏6億2，177万円6億4，345万円歳出
22．9昏4，708万円２億　 567万円歳入資本的

収支 99．7昏２億9，946万円3億   　50万円歳出

胸表１　健全化判断比率（４指標）胸　（単位：％）
財政再生
基準（※５）

早期健全化
基準（※4）

平成
21年度指標の内容指標名

20.0012.53
―

（13.91）
（※３）

一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模（※1）に
対する比率解説①

実
質
赤
字
比
率

一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を把
握内容

1世帯の年間収入と支出の結果で、赤字か黒字かを判定
一般家庭で
のイメージ

40.0017.53
―

（22.61）
（※3）

全会計を対象とした実質赤字（または資金の不足額）の標
準財政規模に対する比率解説

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

全ての会計の赤字や黒字を合算し、市全体としての赤字の
程度を指標化し、財政運営の深刻度を把握内容

生計をともにする世帯も含め、1年間の収入と支出の結果
で赤字か、黒字か判定

一般家庭で
のイメージ

35.025.016.3

一般会計が負担する元利償還金および準元利償還金（一般
会計などからの繰出金のうち、公営企業債の償還に充てた
と認められるものなど）の標準財政規模に対する比率

解説
 ③
実
質
公
債
費
比
率

借金の返済額およびこれに準ずる額を指標化し、資金繰り
の危険度を把握内容

生計をともにする世帯も含め、その年収に占める住宅ロー
ンなどの返済額がどの位の割合であったかを判定

一般家庭で
のイメージ

（※7）

350.099.4

一般会計が将来負担すべき実質的な負債（一般会計などが
償還する地方債や負担する退職手当支給予定額など）の標
準財政規模に対する比率

解説④
将
来
負
担
比
率

一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性の
ある負担などの現時点での残高の程度を指標化し、将来財
政を圧迫する可能性が高いかどうかを把握

内容

生計をともにする世帯も含め、住宅ローン残高などから、
その返済に予定している貯金を差し引いた額の年収に占め
る割合がどのくらいであったかを判定

一般家庭で
のイメージ

胸表2　資金不足比率（公営企業会計）胸　（単位：％）
経営健全化
基準（※6）

平成
21年度会計名資金不足比率の指標の内容

20.0―
（※３）

下水道特別会計
水道事業会計

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率解説
公営企業の資金不足を、公営企業の財政規模である料金収入の規模と比較
して指標化し、経営状況の深刻度を把握内容

※１…標準財政規模は地方公共団体の通常収入されると見込まれる一般財源の規模を示すものです。
※２…実質公債費比率は、３カ年平均の比率です。
※３…赤字額および資金不足額がないため、「－」（該当なし）と表示しています。なお、健全化判断比率における実質収支
　　　は２６．８億円の黒字、連結実質収支は４３．６億円の黒字で、括弧内の数字は黒字比率です。
※４…①～④のいずれかが早期健全化基準を超えると「早期健全化団体」となり、財政健全化計画を定め、自主的な財政
　　　の 健全化を進めていかなければなりません。
※５…①～③のいずれかが財政再生基準を超えると「財政再生団体」となり、財政再生計画を定め、国の監視下のもと、財
　　　政の健全化を進めていかなければなりません。
※６…資金不足比率が経営健全化基準を超えると経営健全化計画を定め、計画的な経営健全化対策に取り組まなければなり
　　　ません。
※７…将来負担比率は、将来の財政悪化を示唆するものであるため、財政再生基準は設けられていません。

収入率収入済額予算現額科　　　　目　
■
一
般
会
計
　
歳
入

59．2昏88億8，414万円1５０億　 779万円市 税
65．6昏4億　 724万円　6億2，100万円地方消費税交付金
43．1昏7，030万円1億6，300万円ゴルフ場利用税交付金
52．6昏5，155万円9，800万円自動車取得税交付金
100．0昏2億　 412万円2億　 412万円地 方 特 例 交 付 金
69．2昏14億9，021万円21億5，500万円地 方 交 付 税
43．1昏3億3，358万円7億7，387万円分担金及び負担金
20．4昏8億7，707万円42億9，416万円国 庫 支 出 金
16．7昏2億　 761万円12億4，658万円県 支 出 金
67．2昏4，687万円6，979万円財 産 収 入
117．0昏39万円33万円寄 附 金
0．0昏0万円26億4，926万円繰 入 金

234．5昏17億8，292万円7億6，039万円繰 越 金
33．6昏11億8，290万円35億2，227万円諸 収 入
0．0昏0万円19億4，610万円市 債
40．4昏2億7，687万円6億8，578万円そ の ほ か
46．2昏158億1，577万円341億9，744万円歳 入 合 計

執行率収入/支出済額予算現額会　　　　計　
■
特
別
会
計

37．3昏24億8，776万円66億7，021万円歳入国民健康保険 42．6昏28億4，344万円66億7，021万円歳出
34．6昏437万円1，260万円歳入老人保健 0．1昏１万円1，260万円歳出
35．2昏4億6，623万円13億2，429万円歳入下水道事業 23．4昏3億1，041万円13億2，429万円歳出
42．3昏14億7，357万円34億8，723万円歳入介護保険 36．8昏12億8，442万円34億8，723万円歳出
３５．6昏1億7，455万円4億8，964万円歳入後期高齢者医療 19．0昏9，327万円4億8，964万円歳出

執行率支出済額予算現額科　　　　目　
■
一
般
会
計
　
歳
出

48．0昏1億9，426万円4億　 438万円議 会 費
36．8昏25億1，199万円　68億2，309万円総 務 費
31．6昏21億2，272万円67億　 876万円民 生 費
35．4昏13億4，347万円37億9，764万円衛 生 費
32．6昏7，541万円2億3，121万円農 林 水 産 業 費
55．7昏1億　 954万円1億9，666万円商 工 費
26．6昏13億2，787万円49億9，108万円土 木 費
72．2昏12億8，363万円17億7，898万円消 防 費
30．7昏18億8，873万円61億5，404万円教 育 費
50．0昏15億3，244万円30億6，272万円公 債 費
72．8昏537万円738万円災 害 復 旧 費
0．0昏0万円4，150万円予 備 費
36．2昏123億9，543万円341億9，744万円歳 出 合 計

　平成22年度一般会計当初予算額は244億円でしたが、その後4回の補正が
行われ、9月末現在の予算は341億9，744万円（うち前年度からの繰り越し
分が10億7，303万円）となっています。合併に伴い予算額が、前年同期比
36.7％の増となりました。
【主な事業】◆小学校施設整備改修事業◆千葉ニュータウン21住区整備事業
◆自転車駐車場整備事業◆庁舎耐震改修事業など。
架財政課財政班（緯内線481～483）。

平成２２年度上半期の財政状況

（※2）

平成21年度

住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
に
生
か
さ
れ
た

 3
1
1
億
5
街
3
2
5
万
円

■印西市
子ども医療費助成事業／太陽光発電シ
ステム等設置費／松山下公園整備事業
／小林駅舎等整備推進事業／道路の新
設・改良／小学校コンピューター教室の
機器入れ替え（2カ年計画の2年目）／
庁舎耐震改修事業／成田新高速鉄道整
備事業補助金（一市二村共通）など
■印旛村
路線バス運行補助事業（六合路線・宗像
路線・印旛学園線）／山ゆり保育園整備
事業補助金／健康づくりセンター事業
／歴史民俗資料館事業／道路の新設・
改良など
■本埜村
路線バス運行補助事業（小林駅～印西牧
の原駅線）／企業立地促進事業／小・中
学校施設整備改修事業／スポーツプラ
ザ管理運営事業／道路の新設・改良など

こんな事業に
使われました

 健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び

資
金
不
足
比
率


